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キヤノンマーケティングジャパングループに

おいて、キヤノン製品以外の取引を一手に

担う調達本部と、決算までの一連の業務を

担当する経理本部。膨大な取引書類を扱う

この２つの部署が電子帳簿保存法の改正時に

取り組んだのは、法対応だけでなく、その先の

業務の効率化、社員の働き方の質向上でした。

法対応に負荷を感じるすべてのオフィスに、

DigitalWork Accelerator 電子取引管理

サービスを用いた取引書類のスマートな一元

管理と、業務改善のコツをお伝えします。

Client Profile

2024年3月現在

所在地

設立
資本金

：

：
：

【本社】
東京都港区港南2-16-6
1968年2月1日
73,303百万円

販売業

従業員数：16,089名（連結）
            4,528名（単独）

取引書類を数多く扱うからこそ、
社内の旗振り役として電子化を推進

●お求めは信用のある当社で

canon.jp/business

2024年06月現在

キヤノン ホームページ

canon.jp/business/case
キヤノン 導入事例

製品に関する情報はこちらでご確認いただけます。

〒108-8011　東京都港区港南2-16-6

●Canon、Canonロゴはキヤノン株式会社の登録商標です。●本紙に記載されている会社名、商品名は、一般に各社の登録商標または商標です。●記載の内容は2024年6月現在のものです。
●弊社の都合により予告なく変更させていただく場合がありますのでご了承ください。　

電子帳簿保存法への対応にまつわる、こんな悩みごとございませんか？

取引業務で発生する一連の関係書類を一元管理するクラウドサービス

取引関係書類を電子帳簿保存法に対応して長期保管

電子帳簿保存法に対応したサービスに業務・業種に合わせたアプリケーションを連携し、
法対応のみにとどまらず、業務プロセス変革の実現を支援します。

そのお悩み、「DigitalWork Accelerator 電子取引管理サービス」が解決します。

「DigitalWork Accelerator 電子取引管理サービス」

電子帳簿保存法の対応と
帳票の一括管理が可能

業務システムと柔軟に連携し
URL連携による閲覧も可能

柔軟に対応する
ライセンス体系

簡易のワークフロー設定

紙から電子への
マイグレーションからその先のシステムまで

一貫した支援

業務効率化
・

コスト削減

電子帳簿
保存法にまつわる
業務負荷軽減

業務改革を
実現

JIIMA認定取得済

安心の電子帳簿保存法対応

紙と電子の書類を
別々に保存する
必要がある・・・

複数の保管先・
保存形態が違うため
書類がすぐに
見つからない・・・

業務の
ペーパーレス化を
推進したい・・・

電子帳簿保存法の対応を
しなければならない・・・

日付や取引先情報を
二重入力している・・・

紙と電子の書類で受領・
承認プロセスが異なる・・・

データ連携

デバイス
連携

長期保存

ワークフロー
スキャン アップロード/

バッチ連携

URL連携

取引関係書類

電子データ

紙文書

XLS

基幹システム

・会計システム
・契約管理システム
・販売管理システム

・インデックス
・書類

紙と電子の
一元管理

DigitalWork Accelerator 電子取引管理サービスは公益社団法人日本文書情報マネジメント協会（JIIMA）の「電子書類
ソフト法的要件認証制度」「電子取引ソフト法的要件認証制度」「電帳法スキャナ保存ソフト法的要件認証制度」による
製品認証を取得しています。

キヤノンマーケティングジャパンは「DigitalWork Acceleratorシリーズ」において、ISMSクラウドセキュリティに関する国際標準規格
「JIP-ISMS517-1.0（ISO／IEC 27017）」のクラウドセキュリティ認証を取得いたしました。本認証は、クラウドサービスプロバイダーに対し
て、情報セキュリティの管理とコントロールに関する国際的な基準を提供する規格です。DigitalWork Acceleratorシリーズでは、「ISO／IEC 
27017」の要件に基づいた厳格な情報セキュリティ管理体制を構築しています。認証範囲は認証機関のウェブサイトから検索いただけます。
https://www.juse-iso.jp/list/（登録番号：JUSE-IR-113-CS03）



調達本部　グループ調達企画課
チーフ　藤原 潤子 氏

調達本部　国際調達部
グループ国際ビジネス推進第一課
課長代理　大西 恵実 氏

経理本部　財務部　会計課
御手洗 聡洋 氏

2022年の電子帳簿保存法の改正を経て、2024年から取引関係書類をデータで授受した場合は電子
保存することが義務化されました。コロナ禍でリモートワークが広がる中でのこの法改正はスムーズに
受け入れられ、また経理本部と調達本部においては紙文書も含めた電子保管を推し進める追い風になった
といいます。
「当時は、出社した際にリモートワーク中に溜まった書類を印刷してファイリングする作業に多くの時間を
取られていました。自宅ではできない作業とはいえ、せっかくの出社日をファイリングに費やしてしまうのは
有益とはいえません。働き方の質を高める意味でも、紙文書からの脱却と電子化による一元管理を推進する
必要がありました」と調達本部藤原氏は切迫した状況にあったことを語ります。
紙文書の管理負荷は、経理本部でも大きかったと御手洗氏。「一番の課題は、“10万枚の紙の会計伝票”で
した。各部門が発伝した紙伝票が経理本部の伝票箱に集まります。それを会計課が日々ダンボール
いっぱいに入れて地下のメール室まで運び、委託業者を介して外部倉庫に送っていました。コロナ禍でも
必ず一人は出社して紙文書を移送しなければなりませんでしたので、ペーパーレス化は業務効率化の観点
でも重要でした」。

「ペーパーレスだけでなく、
　　　業務時間の短縮、監査対応まで見越した運用へ」

02 選定理由

電子帳簿保存法の宥恕期間が終わる前に余裕をもって法対応したいと、いち早く取り組んだのは調達
本部でした。全社的なファイルサーバーであるSharePointを使って2022年6月頃から電子保管を段階的
にスタートさせましたが、思わぬところで不満が噴出します。
「SharePointは訂正削除の履歴を残すことができないツールですし、検索のためのインデックス機能も十分
とはいえません。そのため電帳法の要件である履歴管理と検索性確保のために、別途Excelで台帳を作成
して管理する必要がありました。いざ運用を始めてみると、この台帳に書き込むというひと手間に煩雑さを
感じましたし、フォルダ管理は属人的で保管ルールの徹底が難しく履歴管理の完全性にも不安が残りました。
次第に、専用のシステムを使いたいという声が部内で挙がるようになりました。ちょうどその頃、自社サービス
であるDigitalWork Accelerator 電子取引管理サービスの紹介をうけました」と調達本部大西氏。

電子化に移行するも、属人的なフォルダ管理では煩雑さが浮き彫りに

調達本部、経理本部ともにポイントとして大きかったのは、 DigitalWork Accelerator 電子取引管理サービスを利用することにより、電子帳簿保存法の要件に
則って書類を保管できることでした。「SharePointでの運用には、書類をアップロードする、次に台帳管理するという2つの工程が必要でしたが、DigitalWork 
Accelerator 電子取引管理サービスなら一度に済むようになります。書類とインデックス情報の変更履歴が確実に残り、改ざん、削除ができないので不安もありません。
書類をDigitalWork Accelerator 電子取引管理サービス上でプレビューしながら、入力した情報や金額をチェックして確定できるので、保管や検索の精度も高まる
ことが期待できました」と調達本部藤原氏。

履歴を確実に残し、検索性も各段に向上

経理本部御手洗氏は、紙文書にまつわる作業を一掃するために、スキャナ
保存の要件も重要だったといいます。「我われはDigitalWork Accelerator 
電子取引管理サービスの導入が決まったタイミングで、紙文書と電子書類の
両方を、電子データで一元管理する方針を打ち出しました。スキャナ保存の
要件チェックロジックを持っているDigitalWork Accelerator 電子取引
管理サービスは、それをスムーズに実現できることが見込めました」。

スキャナ保存で紙文書も一元管理
さらに経理本部は導入前の一年間、DigitalWork Accelerator 電子取引管理
サービスの開発担当と証憑の保管方法の改善にも取り組みました。「元々の
仕様は、1レコード1証憑の保管方法だったのですが、会計業務においては伝票
1つに対し複数の証憑の保管が必要になります。そのためDigitalWork 
Accelerator 電子取引管理サービスでは、1レコードに対し複数の書類を登録
できるようにしてほしいと要望しました。この機能追加により、メイン書類に
対して複数の付帯書類を関連付けて保管できるようになりました」。こうした
綿密な下準備を経て、2024年1月の導入時にはグループ会社9社で運用を
開始しました。

複数の証憑を紐づけて保管

経理本部は「１つのインデックスに対して複数書類の保管をしたい、と要望させていただいた
ように、別機能についても要望をお伝えしています。利用者目線で、より使い勝手の良い
サービスになるよう願っています」。
DigitalWork Accelerator 電子取引管理サービスは、キヤノンマーケティングジャパン
グループのバックオフィスで実際に利用することにより、必要な機能を実装し、今後も進化
を遂げそうです。

調達本部、経理本部ともに今後期待しているのは監査対応だといいます。
「四半期ごとに、決算における監査対応を監査法人より求められます。その際には必ず該当の
伝票と、併せてその証憑を出すよう指示があります。監査法人からの要求なので至急が多い
のですが、今後は証憑をDigitalWork Accelerator 電子取引管理サービス上で検索して即座
に提示できるようになります」と経理本部御手洗氏。
「外部からの監査対応についても紙を倉庫から取り寄せることなく即座に提示できる状態
になりました。社内外を問わず、監査の際、書類の提出を求められることがあります。
DigitalWork Accelerator 電子取引管理サービスは複数のレコードを組み合わせて検索
できるためインデックス情報をもとに迅速に書類を提出できると考えています」と調達本部
藤原氏は語ります。

今後のバージョンアップにも期待

リモートワークが進む中、
　　　　　紙文書のファイリングや保管が大きな負担に

01 導入の背景

電子帳簿保存法の要件を満たしており、移行もスムーズ

調達本部　国際調達部
グループ国際ビジネス推進第二課
櫻井 可奈子 氏

調達本部　国際調達部
グループ国際ビジネス推進第二課
田村 篤 氏

経理本部　財務部　会計課
課長　和田 一真 氏

ペーパーレス化による働き方の質の向上、保管スペース・費用の削減を達成した調達本部と経理本部では、
DigitalWork Accelerator 電子取引管理サービスの機能を利用した新たな改革も続 と々進行中です。

経理本部は基幹システムとの連携をまず重視しました。「DigitalWork Accelerator 電子取引管理サービス
には会計システムと連携しインデックス情報を予め登録しておく機能があります。先行して登録されたイン
デックスに必要な書類がアップされているかを確認できるので、未登録の書類が一目瞭然となりました」。

03 導入後の成果

会計システムとの連携で書類の保管漏れなし

調達本部では、DigitalWork Accelerator 電子取引管理サービスのオプションであるアップロードツールを
活用し保管業務の効率化を図っています。「仕入先から納期回答ファイルが1日に約150～200件ほど届き
ます。この量を毎日保管するとなると多くの時間がかかるため、効率化できないか相談したところアップ
ロードツールの提案がありました。具体的には、納期回答ファイルの名前をインデックス項目にし、アップ
ロードツールを使ってDigitalWork Accelerator 電子取引管理サービスに保管します。アップロードツール
を使えば、1度に大量の納期回答ファイルを保管でき、かつインデックス情報も自動で登録されるため
手入力を省くことができ、とても効率的に保管ができています。なお、納期回答ファイルの名前変更は
RPAを利用することで更に効率化を図っています」。

アップロードツールで大量の納期回答書を迅速に処理

毎月の伝票チェックの時間も短縮されました。「従来は伝票チェックのために倉庫から伝票を取り寄せるため
に時間を要していましたが、今はDigitalWork Accelerator 電子取引管理サービス上の検索で済むので
大幅に短縮されました。会計伝票チェック自体も対象の伝票とインデックスを一画面で確認できますし、
関連証憑も同時に判断できます」。

会計伝票チェックはリードタイムがゼロに

アップロードツールとの組み合わせで
　　　　　　　　　　　　業務効率が大幅アップ

監査における文書提示の迅速化
04 今後の展開


